
１　一般競争入札に付する事項

有

　 れた工事である。

　　の場合、袋とじして割り印を押し、上下水道事業政策課契約係まで1部持参又は郵送

　  すること。その際、様式第1号（第6条関係）のコピーを1部持参又は添付し、上下水

　　　ただし、岐阜市の休日を定める条例（平成元年岐阜市条例第45号）に規定する本市の

　　休日（以下「休日」という。）を除く。受付時間は９時から１７時まで。ただし、正午

　　から１３時までは除く。

 (5) 余裕期間の有無

 (6) 工事着手日

 (2) 提出期間

　   技術提案書の提出がない場合、その者のした入札は無効とする。

　　（郵送の場合は受領印を押印後、ＦＡＸにて返信する。）

 (2) 工  事  場  所 岐阜市雄総桜町２丁目１６－２

令和　２年　８月　７日

　各　位

岐阜市水道事業及び下水道事業管理者

　　　上下水道事業部長　安田　直浩

技術提案書の提出依頼について

令和　２年　９月２４日

 (7) 資　料 設計図書一式

下記工事の入札について、総合評価落札方式を適用するため、以下要領により技術提案

書を提出してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

 (1) 工  事 (件) 名 雄総水源地自家用発電設備更新工事

 (3) 工　事　内　容 電気工事

自家用発電設備更新　　　　　１式

 (4) 完成(完了)期日 令和　４年　３月１０日

２　技術提案書の提出

 (1) 提出方法

　　　様式第1号（第6条関係)を電子入札システム又は紙方式で提出すること。紙方式

　  道事業政策課で受領確認の受付印を受けること。

(8) 本工事は２に規定する期間に施工計画等に関する技術提案書を受け付け、価格以外の

要素と価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式を適用する。

(9) 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成１２年法律第１０４

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けら

　　令和２年８月７日（金）～令和２年８月２８日（金）

(3) 落札候補者となった者は、指定する日までに技術提案書内容確認申告書（様式第
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３　技術提案書作成時の注意点

    る。

　　　（例：「徹底する」「できるだけ」「適切に」「丁寧に施工する」「必要に応じて」）

　　　（例：実行したことを、写真等で確認できないもの）

　　　（例：「監督員との協議により施工する」など）

　　・受注者が入札時に提案した技術所見は、施工中及び完成時に、発注者及び受注者の

　　　両者で履行状況を確認する。不履行の場合は、入札参加資格停止・工事成績評定点

　　　の減点を行うことがある。

　　　①提案内容が抽象的なもの、提案の表現が曖昧なもの

　　　②提案の実行の有無が確認できないもの

　　　③提案内容に明確な効果が認められないもの

　　　④提案の実行に確実性がないもの

　　・通常、一般的に実施されていると判断される提案は評価しない。

　　・技術所見として提案可能な項目は、目的物の施工の確実性についてであり、目的物そ

　　　のものの材料・仕様の変更や、設計の変更は認められない。

　　・他機関（地元住民、警察、道路・河川管理者、土地所有者等）及び他工事との調整が

　　　必要となる技術所見は原則認められない。

　　・下記に示すような提案内容は評価しない。

　　までを指し、直近３か年度とは平成２９年度から令和元年度までを指し、直近５か年度

　　とは平成２７年度から令和元年度までを指し、直近１０か年度とは平成２２年度から令

　  和元年度までを指す。

　　・技術提案書にチェックがないなど明確に判断できない項目は最も低い評価とする。

また、対象となる工事とは指定する期間内に完成し、引渡しが完了した工事とす

　（2）技術所見については、次の事項に留意して記載すること。

　　・「同種工事施工実績」について、受注形態が共同企業体である場合の施工実績は、

　　出資比率３０％以上のものを実績とみなす。

　　類」という。）を袋とじして割り印を押し、提出すること。

（1）作成する技術提案書の評価内容は、「４ 総合評価に関する事項」のとおりとし、

　　次の事項に留意して作成すること。

　 　5号（第10条関係））に、技術提案書の内容を確認できる書類（以下「技術確認書

　　  また、技術提案書提出時に配置予定技術者が特定できない場合、資格等の要件を満た

　　す複数の候補者のうち評価が最も低いもので評価する。

　　※　実際の施工にあたって技術提案書に記載した配置予定技術者を変更できるのは、

　　病気、死亡、退職等の極めて特別な場合に限る。

　　・直近１か年度とは令和元年度を指し、直近２か年度とは平成３０年度から令和元年度
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評　価　基　準 配点 得点

2.0

1.0

取得なし 0.0

ＩＳＯ９００１並びにＩＳＯ１
４００１取得済

過去に労働安全衛生分野表彰歴
なし、かつ入札公告日の属する
年度及び直近３か年度に岐阜市
からの工事事故等による資格停
止措置なし、若しくは過去に労
働安全衛生分野表彰歴あり、か
つ入札公告日の属する年度及び
直近３か年度に岐阜市からの工
事事故等による資格停止措置あ
り

過去に労働安全衛生分野表彰歴
なし、かつ入札公告日の属する
年度及び直近３か年度に岐阜市
からの工事事故等による資格停
止措置あり

４　総合評価に関する事項

　(1) 技術的能力の評価基準等

　　　次表の審査項目及び評価基準に基づく審査を行い、標準点に加点する。

/2.0

１）施工能力について

評価項目及び留意事項

安全対策 ※出資比率で按分
■評価項目
　労働安全衛生分野表彰歴及び工事事故等による資
格停止措置の有無
■留意事項
○「労働安全衛生分野表彰歴」は以下のとおりとす
る。
・安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対
する厚生労働大臣・労働局長表彰
・厚生労働省労働基準局長が行う建設事業無災害表
彰
・厚生労働省労働基準局長が発行した無災害記録証
○安全衛生に係る功労者に対する厚生労働大臣表
彰・　労働局長表彰については、被表彰者が入札参
加者の現役の社員である場合に該当。
○代表構成員及び構成員を対象とする。

＜技術確認書類＞
・労働安全衛生分野表彰歴を証明できる書類
　（表彰状の写し等）
・安全衛生に係る優良事業場、団体又は功労者に対
する厚生労働大臣・労働局長表彰については、被表
彰者と入札参加者の関係がわかる資料

過去に労働安全衛生分野表彰歴
あり、かつ入札公告日の属する
年度及び直近３か年度に岐阜市
からの工事事故等による資格停
止措置なし

環境配慮　※出資比率で按分
■評価項目
ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１認証取得の有
無。
■留意事項
○認証範囲に申請者の事業所が含まれている（入札
に参加する営業所が認証されている）場合に限る。
○代表構成員及び構成員を対象とする。

＜技術確認書類＞
・ＩＳＯ９００１及びＩＳＯ１４００１の認証書
（付属書を含む）、登録者名、住所、適用規格、認
証範囲、有効期限などの記載がある資料の写し。

/2.0

0.0

2.0

-2.0

ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４
００１のいずれかを取得済
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評　価　基　準 得点

2.0

平均点が７２点以上７５点未満 1.0

平均点が６５点以上７２点未満 0.0

平均点が６５点未満 -2.0

同種工事施工実績
■評価項目
直近１０か年度及び入札公告日の属する年度の申請
期限日までに完成引き渡しの済んだ工事の元請施工
実績の有無。（建築物にかかる工事を除く）※工事
成績６５点未満のものは実績として認めない。
○技術提案書記入要領
・金額の高い順に４件まで記載する。
・工事名：受注工事名とする
・発注者名：具体的に記入する。
・施工場所：具体的に記入する。
・契約金額：千円単位で記入する。（切捨て）
・工期　　：工期を記入する。

上水道施設の電気工事につい
て、請負金額３億６，５００万
円以上の元請施工実績が２件以
上３件以下 1.0

2.0

技術所見について３項目評価で
きる

技術所見について２項目評価で
きる

工事成績評定点 ※出資比率で按分
■評価項目
　工事成績評定点の平均点。
※実績のない年度は６５点とする。（岐阜市発注、
電気工事に限る）
■留意事項
○直近５か年度に完成引渡しの済んだ岐阜市発注の
電気工事にかかる工事成績評定点の平均を算出する
こと
○代表構成員及び構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・様式第６号に該当する全ての工事成績評定点を記
載し、記載した順番に工事成績評定結果通知書の写
しを添付すること。

上水道施設の電気工事につい
て、請負金額３億６，５００万
円以上の元請施工実績が４件以
上

技術所見について５項目評価で
きる

0.0

評価項目及び留意事項

技術所見
維持管理性を向上させるための提案について、具体
的な記述があり優れた工夫のある提案を５項目求め
る。
なお以下の２項目については、１つ以上の提案をす
ること
①維持管理コストの低減②保守点検作業の軽減
ただし、評価する項目により、他の項目の維持管理
性を損なう提案については評価しない。
■留意事項
○具体的な提案を記載する。
○記載様式は様式第３号とする。

2.0

8.0

4.0

２）企業能力について

/2.0

平均点が７５点以上

 /2.0

/8.0

上記以外

技術所見について４項目評価で
きる

6.0
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0.0

表彰歴２回以上 2.0

表彰歴あり 1.0

0.0

■留意事項
○受注形態が特定建設工事共同企業体である場合の
施工実績は、出資比率３０％以上の場合のみ施工実
績として認め、その出資比率を乗じた値とする。
○金額の高い順に記載すること。

○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・工事内容を確認できる資料（契約書又はＣＯＲＩ
ＮＳの登録内容確認書（工事カルテ））等の写し）
・特定建設工事共同企業体で施工した工事について
は、協定書の写し等出資比率が確認できる資料
・ＣＯＲＩＮＳ登録がない工事を実績とする場合、
同種工事の施工実績が確認できる書類

上記以外

表彰歴なし

優良業者表彰歴　※出資比率で按分
■評価項目
直近５か年度の国、自治体等からの優良業者表彰歴
の有無。電気工事に限る。
■留意事項
○代表構成員及び構成員を対象とする。

＜技術確認書類＞
直近５か年度の国、自治体等からの優良業者表彰状
の写し

/2.0
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評　価　基　準 配点 得点

2.0

1.0

0.5

0.0

６５点未満の評定点がある -2.0

３）配置予定技術者の能力について

評価項目及び留意事項

技術者の工事成績評定点
■評価項目
代表構成員の配置予定技術者の工事成績評定点から
７２を引いた点数の累計（７２点以下は加点しな
い。）
例：評定点（72,69,75）の場合→（0,0,3）　累計
３点
※（岐阜市発注、電気工事に限る）。
■留意事項
○直近５か年度に完成引渡しの済んだ監理技術者又
は主任技術者として配置された岐阜市発注の電気工
事にかかる工事成績評定点をすべて記載し、写しを
添付する。さらに工事成績評定点から７２を引いた
点数の累計を記載する。（７２点以下は加点しな
い。）
○工期の途中で技術者を交代していた場合、工事の
主たる工種を担当した技術者について評価する。
○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・様式第７号に該当する全ての工事成績評定点を記
載し、記載した順番に工事成績評定結果通知書の写
しを添付すること。

６５点未満の評定点がなく、
累計７点以上

 /2.0

６５点未満の評定点がなく、
累計４，５，６点

６５点未満の評定点がなく、
累計１，２，３点

６５点未満の評定点がなく、
累計０点又は工事実績がない
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0.0

1.0

0.5

上記以外

/1.0

技術者の同種工事施工実績
■評価項目
直近１０か年度及び入札公告日の属する年度の申請
期限日までに完成引き渡しの済んだ工事で、監理技
術者又は現場代理人、若しくは特定建設工事共同企
業体の構成員である主任技術者として配置された工
事で、上水道施設の電気工事の元請施工実績の有
無。（建築物にかかる工事を除く）
※工事成績６５点未満のものは実績として認めな
い。
○技術提案書記入要領
・金額の高い順に２件まで記載する。
・工事名：受注工事名とする
・発注者名：具体的に記入する。
・施工場所：具体的に記入する。
・契約金額：千円単位で記入する。（切捨て）
・工期　　：工期を記入する。
・従事期間：従事期間を記入する
■留意事項
○受注形態が特定建設工事共同企業体である場合の
施工実績は、出資比率３０％以上の場合のみ施工実
績として認め、その出資比率を乗じた値とする。
○工期の途中で技術者を交代していた場合における
施工実績は、担当した期間を工期で除した割合を乗
じた値とする。
○配置予定技術者を複数名記載することもできる
が、評価は実績・資格等の評価値が最も低いと判断
されるものの評価値をもって「配置予定技術者の能
力」の評価値とする。
○「岐阜市上下水道事業部低入札価格調査要綱第１
１条」における追加配置技術者の場合は対象としな
い。
○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・工事内容及び従事時の役職内容を確認できる資料
（契約書又はＣＯＲＩＮＳの登録内容確認書（工事
カルテ））の写し
・特定建設工事共同企業体で施工した工事について
は、協定書の写し等出資比率が確認できる資料
・工期の途中で技術者を交代していた場合、その技
術者が担当していた期間が確認できる資料
・ＣＯＲＩＮＳ登録がない工事を実績とする場合、
同種工事の施工実績が確認できる書類

上水道施設の電気工事で請負金
額３億６，５００万円以上の元
請施工実績が２件以上

2.0

２０単位以上の取得あり

1.0

上水道施設の電気工事で請負金
額３億６，５００万円以上の元
請施工実績が１件

継続教育（ＣＰＤ）の取組状況
■評価項目
直近２か年度の各団体が発行するＣＰＤの単位取得
（単位＝ユニット）
○対象となる技術者は現場施工期間中に配置する技
術者とする。
○技術提案書提出時に配置予定技術者が特定できな
い場合は複数の候補者を記載することができる。そ
の場合、審査については、各候補者のうち資格等の
評価が最も低い者で評価する。
■留意事項
○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
各団体が発行する学習履歴証明書の写し

１０単位以上の取得あり

/2.0
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0.0

2.0

1.0

0.0

/2.0

若手・女性技術者の育成・確保
■評価項目
 公告日時点で４０歳未満の技術者又は女性技術者
の配置の有無及び継続的雇用の有無。
■留意事項
○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・該当者が従業員であることを証明できる書類（健
康保険被保険者証）の写し。
・該当者の継続雇用が確認できる書類の写し。
・該当者が女性技術者の場合は、性別が確認できる
書類（健康保険被保険者証、パスポート等）の写し

３年以上継続雇用している、４
０歳未満の技術者または女性技
術者を主任（監理）技術者とし
て配置する

４０歳未満の技術者または女性
技術者を主任（監理）技術者と
して配置する

/1.0

継続教育（ＣＰＤ）の取組状況
■評価項目
直近２か年度の各団体が発行するＣＰＤの単位取得
（単位＝ユニット）
○対象となる技術者は現場施工期間中に配置する技
術者とする。
○技術提案書提出時に配置予定技術者が特定できな
い場合は複数の候補者を記載することができる。そ
の場合、審査については、各候補者のうち資格等の
評価が最も低い者で評価する。
■留意事項
○代表構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
各団体が発行する学習履歴証明書の写し

１０単位未満の取得あり又は取
得なし

上記以外
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評　価　基　準

2.0

1.0

1.0

0.0

ボランティア活動
■ 評価項目
直近１か年度の市内における社会資本に対するボラ
ンティア活動実績の有無
■ 留意事項
〇　市内における社会資本（道路、河川、公園等）
に対するボランティア活動とは、企業として行う次
の活動をいう。
①岐阜市アダプト・プログラムの活動。
②社会資本に対する岐阜県との協定により行った活
動（例：ぎふ・ロード・プレーヤー事業に基づく活
動、横断歩道点検及び清掃に関する協定に基づく活
動）

 ③岐阜県、岐阜市、任意団体等が主催する社会資
本に対する除草、清掃、植栽等に関するボランティ
ア活動。
〇　次の活動は、「ボランティア活動」の対象とし
ない。
 Ａ有償の活動
 Ｂ災害協定参加等において加点される活動
 Ｃ岐阜市外で行った活動
 Ｄ個人として参加した活動
 Ｅ自らの会社が主体となって立ち上げた協議会等
が主催するボランティア活動
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・①については、覚書の写し、直近1か年度の活動
実績報告書
・②については、覚書の写し、直近１か年度の活動
実績報告書の写し及び活動範囲に岐阜市が含まれて
いることが確認できる資料（位置図等）
・③については、主催団体が発行する活動実績証明
書、表彰状、感謝状等の写し。ただし、活動実績証
明書等のあて名が入札参加者以外の団体名となって
いる場合は、入札参加者が当該活動に参加したこと
を、活動実績証明書等を受けた団体が発行した証明
書の写しが必要。
なお、活動実績証明書は、活動日、活動場所、活動
内容、参加人数が確認できるものであること。

岐阜市内の自治会等との協定を
締結している

2.0

3.0

災害協定参加等
　災害協定等への参加や同等の活動実績の有無
■留意事項
○岐阜市と災害時の応急対策に関する協定等を締結
している団体への加入の有無、直近１０か年度まで
の市内における同等の活動実績の有無及び岐阜市内
の地元自治会等との協定等締結の有無により判断す
る。
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・岐阜市との災害時応援協力に関する協定等への参
加が確認できる書類
・協定等へ参加している各協会等からの証明書
・「直近１０か年度での市内における同等の活動実
績」の場合、その活動内容が確認できる書類
・岐阜市内の自治会等との協定書等の写し

一次下請金額の市内業者活用率
７５％以上９０％未満

評価項目及び留意事項

一次下請金額の市内業者活用率
６０％以上７５％未満

一次下請金額の市内業者活用率
６０％未満

0.0

岐阜市との協定等を締結してい
る団体の会員、又は直近１０か
年度での市内における同等の活
動実績あり

４）地域要件について 

ボランティア活動実績あり

1.0 /1.0

/3.0

/2.0

参加なし、かつ活動実績なし

岐阜市内業者への一次下請率
■評価項目
当該工事の市内業者への下請状況（一次下請）
■留意事項
○本工事の一次下請金額について市内業者への下請
率を算出する。
○市内業者とは、岐阜市内に本店を有する企業を示
す。
○実際の施工にあたって、下請の変更があった場
合、記載した市内業者の下請率を下回らないこと。
○申告した下請率が不履行の場合、入札参加資格停
止・工事成績評定点の減点を行う場合がある。
＜技術確認書類＞
・様式８号に工種、市内下請業者名、住所、一次下
請予定金額を記載し提出。

一次下請金額の市内業者活用率
９０％以上
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0.0

ボランティア活動
■ 評価項目
直近１か年度の市内における社会資本に対するボラ
ンティア活動実績の有無
■ 留意事項
〇　市内における社会資本（道路、河川、公園等）
に対するボランティア活動とは、企業として行う次
の活動をいう。
①岐阜市アダプト・プログラムの活動。
②社会資本に対する岐阜県との協定により行った活
動（例：ぎふ・ロード・プレーヤー事業に基づく活
動、横断歩道点検及び清掃に関する協定に基づく活
動）

 ③岐阜県、岐阜市、任意団体等が主催する社会資
本に対する除草、清掃、植栽等に関するボランティ
ア活動。
〇　次の活動は、「ボランティア活動」の対象とし
ない。
 Ａ有償の活動
 Ｂ災害協定参加等において加点される活動
 Ｃ岐阜市外で行った活動
 Ｄ個人として参加した活動
 Ｅ自らの会社が主体となって立ち上げた協議会等
が主催するボランティア活動
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・①については、覚書の写し、直近1か年度の活動
実績報告書
・②については、覚書の写し、直近１か年度の活動
実績報告書の写し及び活動範囲に岐阜市が含まれて
いることが確認できる資料（位置図等）
・③については、主催団体が発行する活動実績証明
書、表彰状、感謝状等の写し。ただし、活動実績証
明書等のあて名が入札参加者以外の団体名となって
いる場合は、入札参加者が当該活動に参加したこと
を、活動実績証明書等を受けた団体が発行した証明
書の写しが必要。
なお、活動実績証明書は、活動日、活動場所、活動
内容、参加人数が確認できるものであること。

活動実績なし
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1.0

0.0

0.5

0.0

0.5

0.0

/33.50合計

岐阜市消防団・水防団への協力状況
■評価項目
社内規定で団活動に対して協力する旨の明記の有
無、かつ常勤雇用の従業員数に応じた団員数の確保

■留意事項
常勤雇用の従業員数とは、本店として登録されてい
る所在地を管轄する年金事務所に、直近の７月１日
の状況で提出した「被保険者報酬月額算定基礎届」
に記載した人数とする。
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・団活動に協力する社内規定の該当箇所の写し
・直近の７月１日の状況で年金事務所に提出した
「被保険者報酬月額算定基礎届　総括表」の写し
・消防団員・水防団員を確認できる書類（消防団員
最大４名、水防団員最大２名）
・該当者が従業員であることを証明できる書類（健
康保険被保険者証）の写し

社内規定で団活動に対して協力
の明記あり、かつ常勤雇用の従
業員数に応じた団員（下記）を
確保している
・常勤雇用の従業員数１９人以
下の場合
　　消防団員又は水防団員が１
名以上
・常勤雇用の従業員数２０～４
９人以下の場合
　　消防団員又は水防団員３名
以上
・常勤雇用の従業員数５０人以
上の場合
　　消防団員又は水防団員６名
以上

1.0

/1.0
社内規定で団活動に対して協力
の明記あり、かつ常勤雇用の従
業員数に応じた団員（下記）を
確保している
・常勤雇用の従業員数１９人以
下の場合
　　消防団員なし　水防団員な
し
・常勤雇用の従業員数２０～４
９人以下の場合
　　消防団員又は水防団員が１
名以上
・常勤雇用の従業員数５０人以
上の場合
　　消防団員又は水防団員３名
以上

■評価項目
岐阜市消防団協力事業所認定の有無
■留意事項
○公告日時点で有効期間内であること。
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・消防団協力事業所表示制度認定証明書の写し。

岐阜市消防団協力事業所の認定
有り

 /0.5

岐阜市消防団協力事業所の認定
無し

ぎふし共育・女性活躍企業認定
■評価項目
ぎふし共育・女性活躍企業の認定の有無
■留意事項
○公告日時点で有効期間内であること。
○構成員を対象とする。
＜技術確認書類＞
・ぎふし共育・女性活躍企業の認定証の写し。

上記以外

認定有り

/1.0

認定なし
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　　評価値訂正の結果、評価値の最も高い者が変わる場合は、新たに評価値が最も高くなっ

　　た者に技術確認書類を提出させ、加算点の確認を行う。

　　部数は１部とする。

　　日を含まない）以内とする。

  ②総合評価は、標準点と（１）「技術的能力の評価基準等」によって得られる加算点

     の合計を当該入札参加者の入札価格で除して得た数値をもって行う。

　　　イ　評価値が、標準点（１００点）を予定価格で除した数値を下回らないこと。 

　(3) 落札者の決定方法

　　① 入札参加者は、価格及び技術提案書をもって入札し、次のア､イの要件に該当する者

　　 値」という。）の最も高い者を候補者として、（４）の確認ののち落札者とする。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容

　(2) 総合評価の方法及び入札の評価方法

① 評価項目ごとの最低限の要求要件を満足する場合に標準点を与え、さらに技術提案

書の内容に応じ、加算点を与える。なお、標準点を１００点とし、加算点の最高点数

    ①技術確認書類は技術提案書内容確認申告書の評価項目順に添付すること。また、提出

    ②技術確認書類の差し替えは誤記の訂正等軽微なものに限り、提出の日を含め３日（休

    加算点及び評価値の訂正を行う。

　(5)技術確認書類の提出

      技術提案書の加算点については、（3）①で評価値の最も高い者（落札候補者）のみ、

     は３３．５点とする。

② ①において、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、当該者にくじを引かせ

      て落札者を決定する。

    合は、技術提案書の評価を上限として技術確認書類で確認できる範囲で評価を行い、

　(4) 加算点の確認

のうち（２）「総合評価及び入札の評価方法」によって得られた数値（以下「評価

れるときは、ア、イの要件に該当する入札をした他の者のうち評価値の最も高い者を

     落札者とすることがある。

　　　ア　入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

５　契約変更の取扱い

に適した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認めら

の責めにより入札時の評価内容が満足できない場合は、工事成績評定を３点減ずる。

契約締結後、条件変更等不可抗力な状況が発生した場合は、契約変更の対象とし、技

　術的提案書に基づき作成された施工計画の内容の見直しを行うものとする。

 （６）評価内容の担保

技術提案書に記載された内容については、履行状況について検査を行う。受注者

　　期限内に提出された技術確認書類により確認する。

　　　技術確認書類により、技術提案書に記載された内容が確認できない又は誤っている場

なお、技術提案書に記載された内容に対する履行状況が、特に悪質と認められる

　　 場合は、８の（４）等の扱いとする。
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６　苦情の申立て

　　とがある。

　　取り消す。

　　　　　　　　　　時までは除く。

立てることができる。再苦情申立てについては岐阜市入札監視委員会が審議を行う。

(4) 技術提案書に虚偽の記載をした者及び開札後辞退した者は、岐阜市上下水道事業部

　　競争入札参加資格停止措置要領（平成6年8月29日決裁）に基づく資格停止措置を行うこ

８　実施上の留意事項

(1) 非落札者のうち、落札者の決定結果に対して不服がある者は、落札者決定の公表を

　　　①受付窓口　：　岐阜市上下水道事業部　上下水道事業政策課　契約係

　　　　　　　　　　　〒５００－８１５６　岐阜市祈年町４丁目１番地

　　　　　　　　　　　TEL ０５８－２５９－７５１０

行った日の翌日から起算して７日（休日を含まない。）以内に書面により、岐阜市水

道事業及び下水道事業管理者（以下「管理者」という。）に対して非落札理由につい

　　ての説明を求めることができる。

(2) (1)の非落札理由について説明を求められたときは、説明を求めることができる最終

　　日の翌日から起算して１０日（休日を含まない。）以内に書面により回答する。

(1) 技術所見に記載された内容については、その後の工事において、その内容が一般

する本市の休日を除く９時から１７時まで。ただし、正午から１３

　　的に使用されている状態になった場合は、無償で使用できるものとする。

　　うに取り扱うものとする。

　　　また、提案者の了承を得ることなく提案の一部のみを採用することはしない。

ただし、落札者の提案については、採用した理由の説明を求められた場合に他者に

　　　ただし、工業所有権等の排他的権利を有する提案については、この限りでない。

７　再苦情の申立て

(1)６(2)の非落札理由の説明に不服がある者は、それぞれの説明に係る書面を受け取っ

た日から７日（休日を含まない。）以内に書面により、管理者に対して再苦情を申し

　(2) 再苦情申立ての受付窓口及び受付時間

　　反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を

また、資料に虚偽の記載をした者による入札及び説明事項、岐阜市上下水道事

業部競争入札心得（平成6年4月1日決裁）において示した条件等入札に関する条件に違

　(3) 提出された技術提案書は、技術審査以外に提出者に無断で使用することはない。

　　比べ優位な点を公表することがある。

　(2) 技術提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

なお、発注者は、提案内容に関する事項が提案者以外の者に知られることのないよ

②受付時間 ： 岐阜市の休日を定める条例（平成元年岐阜市条例第45号）に規定
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　　　　　　　　　　　　　　TEL　０５８－２５９－７５１５

　　　なお、問い合わせ先は次のとおりとする。

　　　・　問い合わせ先　：　岐阜市上下水道事業部　施設課　電気設備係 

(5) 提出された技術提案書の差し替えは、誤記の訂正等軽微なものに限り、提出の日を

　　含め３日（休日を含まない。）以内とする。

　(6) 提出された技術提案書は、返却しない。

(8) 技術提案書作成に関する手続についての問い合わせには応じるが、工事内容等の問

　　い合わせには応じない。

　(7) 本要請資料は技術提案書作成以外の目的で使用してはならない。
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